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ふくしまっ子自然体験・交流活動支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 福島県教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、子どもたちの豊かな人間性や生きる力

の育成を図るため、東日本大震災の経験を踏まえ、再発見した郷土の良さを伝え合い発信していく

ような交流活動や充実した自然体験活動等を実施するものに対し、福島県補助金等の交付等に関す

る規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）、福島県補助金等の交付等に関

する規則に基づく知事の権限を福島県教育委員会に委任する規則（昭和４５年福島県規則第１１８

号）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助の対象及び補助額）

第２条 教育委員会は、別記の１に掲げる補助事業者がふくしまっ子自然体験・交流活動事業を行う

場合に、ふくしまっ子自然体験・交流活動事業に要する必要な経費のうち補助金交付の対象（以下

「補助対象経費」という。）について、補助事業者に対して補助金を交付するものとする。

２ 補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は小・中学校自然体験・交流活動等支

援事業、幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業、社会教育団体自然体験活動支援事業、ふくしま

っ子体験活動応援補助事業とし、その内容並びに事業に係る補助対象経費及び事業に係る補助金の

額は、別記に定めるところによる。

（補助金の交付の申請）

第３条 補助金の交付の申請をしようとする補助事業者は、別記の３に掲げる期日までに、規則第４

条第１項の規定による申請書（様式１）を教育委員会に提出しなければならない。なお、市町村が

規則及びこの要綱に定めるところにより教育委員会に提出する申請書等の書類は所轄の教育事

務所長を経由して提出しなければならない。

（補助金の交付の決定）

第４条 教育委員会は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、その内容を調査し、補助金を交付すべきものと認めるときは、すみ

やかに補助金の交付の決定をするものとする。

２ 教育委員会は、前項の場合において、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認める

ときは、補助金の交付の申請に係る事項につき修正を加え、又は条件を付するものとする。

（変更の承認申請）

第５条 補助事業者は、補助金交付決定を受けた後において、規則第６条第１項の規定による変更を

しようとするときは、別記の３に掲げる期日までに変更承認申請書（様式２）を教育委員会に提出

し、その承認を受けなければならない。ただし、補助事業の目的を変えないで、次に掲げる軽微な

変更についてはこの限りではない。

（１）補助金交付決定の額に影響を及ぼすことなく、その変更が事業目的の達成をより効率的にす

る場合

（２）補助金交付決定の額に増がなく、補助金総額の２０％以内の減額の場合

２ 教育委員会は、前項を承認する場合において必要に応じて補助金の交付の申請に係る事項につき

修正を加え、又は条件を付するものとする。
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（中止・廃止の承認申請）

第６条 補助事業者は、補助金交付決定を受けた後において、規則第６条第１項の規定による中止を

しようとする場合においては、すみやかに中止承認申請書(様式３)を教育委員会に提出し、その承

認を受けなければならない。

２ 補助事業者は、補助金交付決定を受けた後において、規則第６条第１項の規定による廃止をしよ

うとする場合においては、すみやかに廃止承認申請書(様式４)を教育委員会に提出し、その承認を

受けなければならない。

３ 教育委員会は、補助事業の中止又は廃止の申請があった場合には、第５条に規定する交付の決定

の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。

（決定の通知）

第７条 教育委員会は、補助金の交付の決定をしたときは、すみやかにその決定の内容及びこれに条

件を付した場合にはその条件を補助金の交付の申請をした補助事業者に通知するものとする。

（申請の取下げ）

第８条 補助事業者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る補助金の交

付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、交付の決定の通知を受領した日から

起算して１０日を経過した日までに、申請の取下げをすることができる。

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定は、なかっ

たものとみなす。

（経費の効率的使用等）

第９条 補助事業者は、補助事業を遂行するために契約を締結し、又は支払いを行う場合には、公正

かつ最小の費用で最大の効果をあげ得るよう経費の効率的使用に努めなければならない。

（状況報告又は調査）

第１０条 教育委員会は、補助金の適正な執行を図るために必要がある場合には、補助事業者から補

助金にかかる事業の実施状況等について報告を求め、又は調査をすることがある。

（事業完了報告）

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、すみやかに完了報告書（様式５）を教育委員

会に提出しなければならない。

（実績報告）

第１２条 補助事業者は、規則第１３条第１項の規定による補助事業の成果を記載した実績報告書

（様式６）を、事業完了の日（事業廃止について教育委員会の承認を受けた場合においては承認を

受けた日）から起算して２箇月以内、又は補助金交付決定があった日の属する年度の３月３１日の

いずれか早い日までに教育委員会に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１３条 教育委員会は、前条の規定による報告を受けた場合においては、当該報告書等の書類の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付の決

定の内容（第５条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合

するものであるかどうかを調査し、適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定するも

のとする。
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（補助金の支払）

第１４条 教育委員会は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に補助金を支払うも

のとする。

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、補助金交付請求書（様

式７）を教育委員会に提出しなければならない。

３ 市町村が、本事業を実施することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を

県に納付させることがある。

（決定の取消）

第１５条 教育委員会は、補助事業者が次の各号に掲げる事項に該当した場合には、第４条に規定す

る交付決定の全部若しくは一部を取消し又は変更することができる。

（１）法令若しくは本要綱に基づく教育委員会の処分若しくは指示に違反した場合

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用した場合

（３）補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合

（４）交付決定の後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくな

った場合

（補助金の返還）

第１６条 教育委員会は、前条の規定により、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助

事業の当該取消しに係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期限を定めて、当該

補助金の全額又は一部の返還を命ずるものとする。

（加算金及び延滞金）

第１７条 補助事業者は、第１５条の規定による取消しに関し、補助金の返還を命ぜられたときは、

その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納

付した場合におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき年１０．９５

％の割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。

２ 補助事業者は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日

の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５％の割合で計算した延滞

金を県に納付しなければならない。

３ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を命ぜられた補助金等の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞金の計算の基礎と

なるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。

４ 教育委員会は、第１項及び第２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、補

助事業者の申請により、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。

５ 補助事業者は、前項の申請をしようとするときは、その事由を記載した申請書に当該補助金等の

返還を遅延させないためにとった措置及び当該加算金又は延滞金の納付を困難とする理由その他参

考となるべき事項を記載した書類を添えて、教育委員会に提出しなければならない。

６ 第７条の規定は、第４項の免除した場合について準用する。
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（会計帳簿等の整備等）

第１８条 補助事業者は、補助事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して事業の収入額及び

支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。

２ 補助事業者は、前項の支出額について、その支出内容を証する書類を整備して前項の収支簿とと

もに事業の完了、あるいは中止又は廃止の日の属する年度の翌年度から１０年間保存しなければな

らない。

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等）

第１９条 補助事業者は、規則第４条第１項の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当該

補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、所得税法及び消費税法の一部を改正する法律及び地方税法等の一部を改正

する法律の規定により仕入に係る消費税及び地方消費税の額として控除できる部分の金額に補

助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。

ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについ

ては、この限りではない。

２ 補助事業者は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税

及び地方消費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を

減額して報告しなければならない。

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第２０条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、速やかに消費税及び地方消費税の額の

確定に伴う報告書（様式８）を教育委員会に提出しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全

部又は一部の返還を命じることができる。

附 則

この要綱は、平成２６年４月４日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。
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別記（第３条関係）

小・中学校自然体験・交流活動等支援事業

１ 補助事業者

補助事業者は、福島県内の市町村、学校法人及び旅行業法（昭和２７年７月１８日法律第２３９

号）第３条に基づく登録をしている旅行業者等のうち、福島県内に営業所を持つ旅行業者等で本綱

第１条を十分に理解している者とする。

２ 事業参加者

本事業の参加者は、福島県内の小・中学校及び特別支援学校小学部・中学部（以下「学校等」と

いう。）の学年を単位とした児童生徒及び引率者とする。

ただし、小・中学校に置かれる特別支援学級は、１つの学年と同様とみなすことができる。

なお、引率者の条件及び人数は、教育委員会が別に定める。

３ 事業の実施期間及び申請書等の提出期限

当該年度の４月１日から翌年の３月３１日までとし、実施期間の開始日以降に事業に着手（当該

事業の出発をいう。以下同じ。）し、終了日には事業が完了（当該事業の帰着をいう。以下同じ。）

していなければならない。

また、本事業への参加は、１学年１回までとする。

なお、申請書等の提出期限は、教育委員会が別に定める。

４ 事業の内容

（１）宿泊を伴うものを対象とし、１３泊１４日を上限とする。

（２）各教科、特別活動等教育課程の中で実施するものに限る。

（３）実施場所は、福島県内又は福島県外（ただし、日本国内に限る。以下同じ。）とし、学校等が

所在する市町村外とする。ただし、教育委員会が特別の理由があると認める場合は、学校等が所

在する市町村内でも実施することができる。

なお、特別の理由については、教育委員会が別に定める。

（４）自然体験活動等の体験活動又は地域間の交流活動を行うものとする。ただし、福島県外で実施

する場合は、おおむね連続１週間程度（少なくとも３泊４日以上）の宿泊を伴うものとし、県外

の子どもたちとの交流活動を行うものとする。

５ 補助対象経費

事業にかかる費用は補助事業者が負担し、その範囲において、以下の基準により補助する。

なお、補助対象経費に含まれる支出内容については、教育委員会が別に定める。

（１）宿泊費

１人当たり１泊５千円を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した額を補助対象経費とする。

（２）活動費・交通費

活動日数に１人当たり２千円を乗じた合計金額を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した

額を補助対象経費とする。
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（３）一般管理費

補助事業者（市町村及び学校法人は除く。）が事業プランの作成に当たり要した経費のうち、

（１）と（２）を合計した額の１／１０（１円未満切捨て）を上限とする。
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別記（第３条関係）

幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業

１ 補助事業者

補助事業者は、福島県内の市町村及び旅行業法（昭和２７年７月１８日法律第２３９号）第３条

に基づく登録をしている旅行業者等のうち、福島県内に営業所を持つ旅行業者等で本綱第１条を十

分に理解している者とする。

２ 事業参加者

本事業の参加者は、福島県内の幼稚園・保育所（認可外保育施設等を含む。）及び特別支援学校

幼稚部（以下「幼稚園等」という。）の学年を単位とした乳幼児、引率者及び保護者等とする。

なお、引率者及び保護者等の条件及び人数は、教育委員会が別に定める。

３ 事業の実施期間及び申請書等の提出期限

当該年度の４月１日から翌年の３月３１日までとし、実施期間の開始日以降に事業に着手し、終

了日には事業が完了していなければならない。

また、本事業への参加は、１学年１回までとする。

なお、申請書等の提出期限は、教育委員会が別に定める。

４ 事業の内容

（１）日帰り及び宿泊を伴うものを対象とし、１３泊１４日を上限とする。

（２）年間計画に位置付けられている行事等を実施するものに限る。

（３）実施場所は、福島県内又は福島県外とし、幼稚園等が所在する市町村外とする。ただし、教育

委員会が特別の理由があると認める場合は、幼稚園等が所在する市町村内でも実施することがで

きる。

なお、特別の理由については、教育委員会が別に定める。

（４）自然体験活動等の体験活動又は地域間の交流活動を中心とするものとする。ただし、福島県外

で実施する場合は、自然体験活動を行うものとする。

５ 補助対象経費

事業にかかる費用は補助事業者が負担し、その範囲において、以下の基準により補助する。

なお、補助対象経費に含まれる支出内容については、教育委員会が別に定める。

（１）宿泊費

１人当たり１泊５千円を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した額を補助対象経費とする。

（２）活動費・交通費

活動日数に１人当たり２千円を乗じた合計金額を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した

額を補助対象経費とする。

（３）一般管理費

補助事業者（市町村及び学校法人は除く。）が事業プランの作成に当たり要した経費のうち、

（１）と（２）を合計した額の１／１０（１円未満切捨て）を上限とする。
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別記（第３条関係）

社会教育団体自然体験活動支援事業

１ 補助事業者

補助事業者は、福島県内の市町村及び旅行業法（昭和２７年７月１８日法律第２３９号）第３条

に基づく登録をしている旅行業者等のうち、福島県内に営業所を持つ旅行業者等で本綱第１条を十

分に理解している者とする。

２ 事業参加者

本事業の参加者は、福島県内に在住する者で、子どもたちの健全育成を目的としている福島県内

のＰＴＡ、スポーツ少年団及び子ども会等の社会教育関係団体に所属する１歳以上の幼児、小・中

学校、特別支援学校小学部・中学部の児童生徒とその引率者及び保護者等とする。

なお、引率者及び保護者等の条件及び人数は、教育委員会が別に定める。

３ 事業の実施期間及び申請書等の提出期限

当該年度の７月１日から８月３１日までの夏期間及び１２月１日から翌年１月３１日までの冬期

間とし、各実施期間の開始日以降に事業に着手し、終了日には事業が完了していなければならない。

また、本事業への参加は、夏期間又は冬期間のどちらか１団体１回までとし、別記のふくしまっ

子体験活動応援補助事業を夏期間又は冬期間のどちらかに利用した場合は、当該期間については補

助対象としない。

なお、申請書等の提出期限は、教育委員会が別に定める。

４ 事業の内容

（１）連続した６泊７日以上の宿泊を伴うものを対象とし、１３泊１４日を上限とする。

（２）実施場所は、福島県内又は福島県外とし、当該社会教育関係団体が所在する市町村外とする。

ただし、教育委員会が特別の理由があると認める場合は、当該社会教育関係団体が所在する市町

村内でも実施することができる。

なお、特別の理由については、教育委員会が別に定める。

（３）自然体験活動又は地域間の交流活動を中心とするものとする。ただし、福島県外で実施する場

合は、自然体験活動を行うものとする。

５ 補助対象経費

事業にかかる費用は補助事業者が負担し、その範囲において、以下の基準により補助する。

なお、補助対象経費に含まれる支出内容については、教育委員会が別に定める。

（１）宿泊費

１人当たり１泊５千円を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した額を補助対象経費とする。

（２）活動費・交通費

活動日数に１人当たり２千円を乗じた合計金額を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した

額を補助対象経費とする。

（３）一般管理費

補助事業者（市町村は除く。）が事業プランの作成に当たり要した経費のうち、（１）と（２）

を合計した額の１／１０（１円未満切捨て）を上限とする。
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別記（第３条関係）

ふくしまっ子体験活動応援補助事業

１ 補助事業者

補助事業者は、福島県内の市町村及び旅行業法（昭和２７年７月１８日法律第２３９号）第３条

に基づく登録をしている旅行業者等のうち、福島県内に営業所を持つ旅行業者等で本綱第１条を十

分に理解している者とする。

２ 事業参加者

本事業の参加者は、福島県内に在住又は東日本大震災及び原子力発電所事故の影響により県外に

避難している県内に在住していた者で、子どもたちの健全育成を目的とし補助対象となる子どもが

５人以上いる福島県内のＰＴＡ、スポーツ少年団及び子ども会など社会教育関係団体等に所属する

１歳以上の幼児、小・中学校、特別支援学校小学部・中学部の児童生徒とその引率者及び保護者等

とする。

なお、引率者及び保護者等の条件及び人数は、教育委員会が別に定める。

３ 事業の実施期間及び申請書等の提出期限

当該年度の７月１日から８月３１日までの夏期間及び１２月１日から翌年１月３１日までの冬期

間とし、各実施期間の開始日以降に事業に着手し、終了日には事業が完了していなければならない。

また、本事業への参加は、夏期間と冬期間それぞれについて、１団体１回までとし、別記の社会

教育団体自然体験活動支援事業を夏期間又は冬期間のどちらかに利用した場合は、当該期間につい

ては補助対象としない。

なお、申請書等の提出期限は、教育委員会が別に定める。

４ 事業の内容

（１）日帰り及び宿泊を伴うものを対象とし、５泊６日を上限とする。

（２）実施場所は福島県内とし、当該社会教育関係団体等が所在する市町村外とする。ただし、教育

委員会が特別の理由があると認める場合は、当該社会教育関係団体等が所在する市町村内でも実

施することができる。なお、特別の理由については、教育委員会が別に定める。

（３）自然体験活動、スポーツ活動又は地域間の交流活動を中心とするものとする。

５ 補助対象経費

事業にかかる費用は補助事業者が負担し、その範囲において、以下の基準により補助する。

なお、補助対象経費に含まれる支出内容については、教育委員会が別に定める。

（１）宿泊費

１人当たり１泊５千円を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した額を補助対象経費とする。

（２）活動費・交通費

１回の事業について１人当たり２千円を上限とし、上限未満の場合は実際に支出した額を補助

対象経費とする。

（３）一般管理費

補助事業者（市町村は除く。）が事業プランの作成に当たり要した経費のうち、（１）と（２）

を合計した額の１／１０（１円未満切捨て）を上限とする。


